























































































































































































































N．S p＝α002 N．S P＝25×104P＝17×10名P＝20×106p＝α006
平成13年 N．S N．S N．S P＝α03 P＝30×104p＝α005 p＝α007
平成12年




平成16年 p＝α003P＝40×106 P＝15×104p＝ 002
　平成15年
o（危険率），
N．S　　　　　　　平成17年
mSは有意差なし
平成18年 N．S
平成19年
2）平成11～20年得点の一元配置分散分析では　p＝50×1σ16 平成20年
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現実的にはここに挙げる以外の変数（試験）を更に
カリキュラムに差し挟む余地はない．歯科以外の医
療系職種を見てみると，在学成績はむしろ大きく国
家試験の成績に反映するものとされa7），この相違
は国家試験の形態によることが予想される．何れに
しても，1，2年次の成績は補習授業などの判断基
準になっている．
　入学時基礎学力調査試験は平成16年から続けら
れ，16～20年入学生の得点平均は，72．2，69B，
66．9，65．5，66．6±2．1～3．3（95％信頼限界）点であっ
た2）．分散分析とt－testでは，16年入学生のみ他と
の高度な有意差を示し，2年制課程において国試最
低点を記録したはずの学年から更に平均点が低下し
，ていることは憂慮される．
　歯科衛生士試験の出題基準はこの10年間に3度ほ
ど改訂された8）が，いずれも2年制教育課程の教科
書改訂故に，あるいは逆に，出題基準の改訂故に教
科書の大改訂があるほどのものではなかった．過去
の歯科衛生士試験に出題された問題に関しては質・
量ともに充分な解説が出版されている．近年の歯科
衛生士試験の出題傾向は取りたてて難問指向という
訳ではなく，標準的，基本的知識を試しているよう
に見える．こうした情勢からこの10年間，歯科衛生
士試験の出題傾向が大きな変化に向かっていたとは
思われない．歯科衛生士試験得点の下降傾向は確実
なものである．
表3　2年制課程への入学者の入学後の動向に関する
　　トレンド・テスト（r）
指標（率） 相関係数（r）　　危険率（p）
　　退学
留年・卒業延期
一〇．3467
0．8063
　N．S
O．0005
歯科衛生士試験
　合格（H11－H19）
　　（H11－H20）
・不合格（H11－H19）
　　（H11－H20）
一α6837
－0．7565
0．683707565
α010001
0．Or
α001
2．2年制課程への入学者の入学後の動向
　833名のうち，退学者は61名7．3％で（表1）増加
の傾向は示していない（表3）．しかし，退学率は
4～5％未満に抑えることが理想的とされ9），退学
に至る主な理由は頻度の高い順から，（1）進路変更，
（2）学習，（3）生活，（4）心と体の健康の問題，（5）家庭の
川題，（6）友人関係，（7）学校，（8）実習後の意欲喪失，
（9）その他宗教問題妊娠，出産，犯罪（被害者，加
害者）などとされる9）．これらの項目の中には具体
的事例に際して明確な分類が困難な場合も多く，退
学～∬由になるということは留年・卒業延期の遠因あ
るいは原因そのものとなることも多い．
　その意味では退学者数（率）と留年・卒業延期者
数（率）には関連性が在り，双方を低くしていく努
力が必要である．本学における留年・卒業延期（率）
は僅かずつ増えている（表3）．国家試験の合格（率）
と不合格（率）は裏表の関係であり，本学の国家試
験合格率は漸減し，不合格率は漸増している（表3）．
しかし，留年・卒業延期（率）の増加が即，国試不
合格（率）の増加に結びつく，とまでは言えず（表
1），前述のように1年間緊張感をもって臨めば国
家試験に対処することができる．
　新潟県では平成18年12月31日現在，歯科衛生士
2，081名のうち，185名が病院に，1，752名が診療所に
勤務する．同じく，歯科医師2063名のうち1，971名
が医療施設の診療に従事し，うち1，440名は診療所
で診療する10）．これは就業する歯科衛生士の大部分
が開業歯科診療所で働くことを示すが，そのような，
一般歯科で働く基盤ないし即戦力の養成と高い国家
試験合格率の両立が求められる．
　退学率と留年・卒業延期率を低くすること，国家
試験合格率を高く不合格率を出来るだけ低く抑える
こと，歯科衛生士としての職業能力を養成すること
は互いに独立性のある別事象に見えるが，本質的に
は深い関連性をもった課題である．
結 論
　2年制教育課程の明倫短期大学歯科衛生士学科入
学生および歯科衛生士試験受験者と平成16年から実
施している入学時基礎学力調査に関する解析から次
の結果と所見を得た．
1．2年制教育課程である平成9～17年入学生の歯
　科衛生士試験における得点は下降傾向を示した．
2．全国合格率と比較して歯科衛生士試験合格率に
　は統計的な有意差は認められない．
3．卒業試験　2回の全国模擬i試験得点から歯科衛
　生士試験得点を一定程度予測することができる．
4．入学時基礎学力調査からは歯科衛生士試験にお
　ける近年の得点水準が3年制教育課程に入っても
　続くことが懸念され，早期の受験対策が必要に思
　われる．
5．退学，留年・卒業延期率を抑える対策が望まれ
　る．
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